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おわりに

はじめに

「我が国が 5年以内に世界最先端の IT国家となる」-2001(平 成 13)年 1月 、政府は「e_」apan

戦略」でこの目標を掲げ、以後、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 (IT戦略本部)が

中心となってさまざまな政策を展開してきたが、なかでも、光ファイバーを中心とするインフラ整

備と並んで、人材育成の重要性が強調されたヽ そうした考えは具体的施策を決定した「重点計画」

や318の 具体的施策を策定した「新重点計画」
2に も継承され、新たな ITに対応した人材育成策が

盛り込まれている。

日本が国家戦略として IT人材の育成が重要であるということを指摘し、その育成策を展開した

のは e―」apan戦略が初めてのことではない。1970年代以降さまざまな人材育成の振興策がとられ

1「21世紀は、世界的な広がりの中で英知を競い合う時代であり、IT革命が進展する中で日本が産業競争力の
強化と国民生活の利便性の向上を実現し、国際社会において確固たる地位を確立するには、人材という基盤
が強固でなくてはならない。」e―Japan戦略、2001(平成 13)年 1月 22日、高度情報通信ネットワーク社会
推進戦略本部、http://wwW.kantei.gO.ip/jp/singi/it2/kettei/010122honbun.html

2「我が国の国際競争力を維持・強化 していくため高度で専門的な知識や技術を持った創造的な人材を早急に
確保する必要がある。」e―Japan重点計画-2002、 2002(平 成 14)年 6月 18日 、IT戦略本部、http:〃www.
kantei.go.jp/jp/Singi/it2/kettei/020618honbun.htlnl
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経済研究7巻 3・ 4号

てきたが、なかでも1987(昭和 62)年に産業構造審議会が 2000年 における情報処理技術者の需給

ギャップを 97万人と予測 した3こ とは、情報化に対応 した人材の育成がより緊急の課題であること

を強烈に認識させることとなった。

このような状況のもと、1989(平成元)年 6月 28日、地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨

時措置法 (以下、「地域ソフト法」 と略す。)が施行された。 この法律は、10年間の時限立法とさ

れていたので、1998(平成 10)年 12月 18日 に廃止され、同日、それを継承 0包含する形で新た

に「新事業創出促進法」 (以下、「新事業法」と略す。)が公布された。 (1999年 2月 16日施行)

本稿は、ソフトウェア人材の不足の解消とソフトウェア産業の地方展開を目的として 10年間に

わたって施行された地域ソフト法の人材育成面での政策効果を検証することを中心的な目的とする。

さらに、その内容が継承されている新事業法を概観 しながら、「IT革命」と言われながらもなかな

かテイクオフできない日本のソフトウェア産業、なかでも地方のソフトウェア産業のあるべき育成

策をあわせて展望 したい。

1.「地域ソフ ト法」の概要と経緯

まずはじめに、10年間にわたって施行された地域ソフト法がどのような目的で施行され、どの

ような内容のものであったのかを簡単に述べておく。 (図 1 法律の体系図参照)

(1)目 的と対象とされた地域

地域ソフト法は、その目的を第 1条で下記のように定めていた。

(目  的)

第 1条 この法律は、電子計算機の高度利用の進展に伴いプログラムの供給不足が深刻化するおそ

れがある状況にかんがみ、ソフトウェア供給力の開発を効果的に図ることができると認められる

地域において、プログラム業務従事者の知識及び技能の向上を図る事業その他のソフトウェア供

給力開発事業を推進するための措置を講ずることにより、プログラムの安定的な供給を確保 し、

もって情報化社会の健全な発展に寄与することを目的とする。

地域ソフト法は、「一言で言えば、地方の都市において、企業に勤務 しているプログラマを集め

3産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委員会が 1987(昭 和 62)年 4月 にまとめた報告書「高度情

報化社会を支える人材の育成について」の中で、現状を放置すればシステムエンジニア42万人、プログラマ

55万人の計 97万人が不足すると示した。いわゆる「ソフトウェアクライシス」、「プログラマ100万人不足説」

である。その後、1993年 の需給見直しでは54万人の不足と下方修正された。(通商産業省機械情報産業局編

『ソフト新時代と人材育成』、(1993(平成 5)年 11月 、通産資料調査会)pp.23-24な ど。)
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90年代のソフトウェア人材育成

図 1 法律の体系図

て、システムェンジニアの素養を身につけさせるための研修を行う等の事業を実施するために、会

社の設立等を行う場合に、出資、事業費助成等の支援措置を講 じるためのもの」
4で ぁり、「地域の

潜在的なソフトウェア供給能力を開発 し、我が国のソフトウェア・ クライシスの解消を図り、情報

化の円滑な進展を目指すことが本法の趣旨である。」
5

ここでいう「 ソフトウェア供給力」とは、単にプログラムの作成のみならず、 システム設計、コ

ンサルティング、 システム運用など一連のサービスに係る能力を指 し、この法律の目的がプログラ

ムの量的な開発力の増大よりも、当時、より不足が指摘されていたシステム開発の上流工程を担当

しうるシステムェンジニアの育成に主眼が置かれていたことがわかる。

また、対象となる地域については第 3条で以下のように規定 している。

4通商産業省機械情報産業局監修『 ソフト人材の地域展開―地域ソフト法の解説を中心として一』(1990(平
成 2)年 1月 、lal通算資料調査会)p.17
5前掲書 p.23

[目 的]

地域において、プログラム業務従事者の知識及び

技能の向上を図ることによって情報化社会の健全
な発展に寄与すること

[背景]

1.ソ フトウェアの需要ギャップの拡大
2.地域におけるソフトウェア供給基盤の脆弱性
3.産業構造・就業構造の変化

主務大臣による基本指針の策定

ソフトウェア供給力開発事業に関する計画の策定

1.ソ フトウェア供給力開発事業を行う場所
2.ソ フトウェア供給力開発事業を行う者
3.ソ フトウェア供給力開発事業の内容
4.ソ フトウェア供給力開発事業の実施時期
5.ソ フトウェア供給力開発事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法

主務大臣による事業計画承認

1.地域ソフトウェア供給力開発事業を実施する者 (地域ソフトウエアセンター)に対する支援
(1)情報処理振興事業協会からの出資 (原資 :産投会計出資、雇用促進事業団)

(2)NTT無 利子融資 (15年返済、うち3年据置)

(3)人材育成事業費助成 (研修事業に要する費用の 1/3を 助成 :上限年 1,600万 円)

に)人材育成事業に労働者を派遣する個別企業への奨励金の支援 (一人当たり定額)

(5)公益法人形態の場合は当該法人への出資を損金算入

(0 情報処理振興事業協会からの指導・助言、教材の提供
2.中央支援センター (情報処理振興事業協会地域情報化支援センター)に よる支援
(1)調査、指導 0助言、ガイドライン

(2)教材開発

(出典 :『 ソフト人材の地域展開』,p.19)
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経済研究7巻 3・ 4号

(地 域)

第 3条  この法律によるソフトウェア供給力開発事業を推進する措置は、既にソフトウェア供給力

の開発が十分に行われ、かつ、今後ともその状況が継続すると見込まれる地域として政令で定め

る地域以外の地域であって、その地域におけるプログラム業務従事者数、ソフトウェア業を営む

事業者数及びそのプログラムの作成能力、電子計算機を利用する産業の集積の程度等の状況及び

その見通しからみて、当該地域においてソフトウェア供給力開発事業を推進することにより我が

国のプログラムの供給不足に対応してその安定的な供給に資する相当のソフトウェア供給力の開

発が促進されると認められる地域において講じられるものとする。

第 1条でいう「ソフトウェア供給力の開発を効果的に図ることができると認められる地域」とは、

第 3条から考えると①すでにソフトウェア供給力が自律的に発展するための基盤が整っている地域

は対象外、②その地域において事業の採算性を確保できる程度の利用が見込まれ、ある程度のソフ

トウェア人材や企業の基盤が整っている地域ということになる。 しかし、この地域に関する要件は

あらかじめ地域を指定するものではなく事業計画が出された段階で個別に判断することとされ、実

際に①に抵触して施策の対象外と指定 6さ れた地域は、東京 23区のみである。

また、その運用にあたっては、人材養成事業の場合、年間 100人以上の受講生の確保 (下記第 2

条 3項一号イの業務)、 80%以上の共同開発施設の利用率確保 (下記第 2条 3項一号口の業務)が

可能、もしくは2年以内に確実に満たすと認められる地域とされた。

人材養成事業で年間 100人以上の受講生確保という根拠は、1989年 から10年間で不足すると予

測されたシステムェンジニア (20～ 30万人)を この事業で生み出すためには承認予定のソフトウェ

アセンター 30ヵ 所のセンターにおいてそれぞれ最低 100人、平均 150人の人材を養成する必要が

あったからである。

以上から地域ソフト法が対象する地域とは、すなわち、すでにソフトウェア産業の一極集中が進

んでいる大都市圏 (具体的には東京 23区)ではなく、かといってソフトウェアの需要があまり見

込めないような「田舎」でもない地域を対象としていたことがわかる。

(2)事業内容

地域ソフト法で具体的に支援するとされた事業は第 2条 3項に示されている下記の二つである。

(第 2条 3項 )

3 この法律において「ソフトウェア供給力開発事業」とは、ソフトウェア供給力の開発を図るた

めに行う次に掲げる事業及びプログラムの作成に関する取引のあつせんを行う事業であつてこれ

6地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨時措置法施行令 (1989(平成元)年 8月 25日施行)
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らの事業に附帯 して行われるものをいう。

一 電子計算機を利用 してプログラムの作成を効率化するためのプログラム (次号において「効

率化プログラム」という。)及びこれを使用するための電子計算機を備える施設その他のプロ

グラムの作成を効率的に行うことのできるプログラム及び電子計算機を備える施設を整備 して

次のイ及び口の業務を行う事業

イ プログラム業務従事者のプログラムの作成に関 して必要な知識及び技能の向上を図る業務

ロ プログラムの作成に関する高度な知識及び技能を有するプログラム業務従事者が他のプロ

グラム業務従事者を統轄 しつつプログラムの効率的な作成方法を実践することによリプログ

ラムの作成能力の向上を図ることを指導 し、及び支援する業務

二 効率化プログラム及びこれを使用するための電子計算機の展示、効率化プログラムに係る技

術情報の提供等を行うことにより効率化プログラムを普及する事業

上記第 2条 3項一号イの業務とは、いわゆる「研修事業」であり、プログラム作成業務従事者

(プ ログラマ)を対象により上流工程の設計・分析を行いうるシステムェンジニアとしての能力を

養成 し、そのために効率的なプログラム作成を行い得るワークステーション (Σ システム7等)を

図2 地域ソフトウェア供給力開発事業の支援スキーム

(数字は、平成元年度予算)

(一人当たり10万円程度)
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注 :地域センターの標準的な事業費を 12億円とし、
対して 2ヶ 年に分けて出資。

6億円を資本金とする。その2/3に 当たる額に

(出典 :『 ソフト人材の地域展開』,p.18)

7情報処理振興事業協会が中心となって 1985(昭 和 60)年度から5年計画、約 250億円の投資で遂行された
ソフトウェア開発の効率化のためのシステムで、uNIXワ ークステーションとネットヮークによる分散開発
環境を実現することでソフトゥェア開発の飛躍的な効率改善をめざした。
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ィ番農
ウェア人材

  暮多姜ぅな券言屁
技術  房蕎♀肇霧等
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備えた施設および 25人以上を収容できる教室が整備されるべき施設とされた。

上記第 2条 3項一号口の業務とは、いわゆる「実践・指導事業」であり、ある程度高いレベルの

知識・技能を有するシステムエンジニア等が中心となってプログラマとともに効率的なプログラム

作成を実践することに対して施設・設備を貸与するもので、共同開発施設や打合せのためのスペー

スが必要とされた。

上記第 2条 3項二号の業務とは「効率化プログラム普及業務」であり、具体的にはΣシステムな

どプログラム作成支援ツールの普及をはかるための展示などである。

以上の地域ソフト法の事業スキームを図で示したものが図 2である。

本稿では、上記第 2条 3項一号イの「研修事業」に限定して議論を進める。

(3)地域ソフトウェアセンター

地域ソフト法にのっとり研修事業を進める上でその事業者となったのが全国 20箇所につくられ

た地域ソフトウェアセンターである。地域ソフトウェアセンターは既存法人とは別に新規に、株式

会社 (第 3セ クター)と して設立されるのが望ましいとされ、情報処理振興事業協会 (IPA)が資

本金の2/3以下を出資して設立された。

表 1 地域ソフトウェアセンターの承認実績

●平成元年度 (1989年度)

名 称 所 在 地 対 象 地 域

熊 本 熊本ソフトウェア研修センター 上益城郡益城町 熊本市、菊池市等 2市 12町 2村

京 都 京都ソフトアプリケーション 京都市下京区中堂寺 京都市、綾部市等 8市 6郡

愛 知 名古屋ソフトウェアセンター 名古屋市中区金山 愛知県全域

長 崎 長崎 ソフ トウェアセ ンター 諫早市津久葉町 長崎市、諫早市等 4市 6町

静 岡 浜名湖国際頭脳センター 浜松市村櫛町 静岡県全域

石 り‖ 石川県ソフトウェア研修開発セン

ター
金沢市戸水町 能登地区の 2市 4町 1村を除く石川

県全域

●平成 2年度 (1990年度)

名 称 所 在 地 対 象 地 域

北海道 北海道ソフトウェア技術開発機構 札幌市白石区菊水一条 札幌市、小樽市等 6市 4町 1村

青 森 ソフトアカデ ミーあおもり 青森市大字八ツ役 青森市、弘前市等 8市25町 17村

茨 城 古河ソフトウェアセンター 古河市中央町 古河市、下館市等 6市 10町 3村

埼 玉 大宮 ソフ トウェアセ ンター 大宮市日進町 大宮市、浦和市等30市14町

二 重 =重 ソフ トウェアセ ンター 四日市市桜町 東紀州地域を除く二重県全域

広  島 広島ソフトウェアセンター 広島市西区草津新町 広島県全域
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名 称 所 在 地 対 象 地 域

福 岡 福岡ソフトウェアセンター 飯塚市大字幸袋 福岡県全域

高 知 高知ソフトウェアセンター 高知市潮新町 高知県全域

山  口 山口県ソフトウェアセンター 光市浅江 光市、柳井市等12市29町 1村

●平成 4年度 (1992年度)

90年代のソフトウェア人材育成

●平成 3年度 (1991年度)

●平成 5年度 (1993年度)

2.ソフトウェア供給力開発のための研修事業の概要

(1):PAの研修プログラム

地域ソフトウェアセンターが実施する研修事業のカリキュ

ラムについては、基本的にIPAの作成するもの (表 2)を

ベースとして、各センターで適宜修正を加えることとされ、

標準的には約 450時間 (1日 6時限で約 3ヶ 月)の カリキュ

ラムとなった。制度としては、各センターでカリキュラムを

分割 したり選択制にすることも可能ではあるが、おおよそ

40～50日 間の連続受講が原則となり、実際のところ研修を

提供する側としては分割や選択制は困難である。

カリキュラムの内容は、業務分析からシステム運用・保守

にいたる全般にわたり網羅的に組まれているが、プログラム

表 2 カリキュラム標準例

作成そのものよりも、システムを設計・開発するプロジェク (出典 :『 ソフト人材の地域展開』,p.68)

卜管理をいかにして効率よくおこなうかを中心としている。プログラマではなくシステムェンジニ

アを育成するという本事業の主目的に沿 ったものとなっているが、実際には、後述するように約

450時間という時間の長さが敬遠されたり、また、カリキュラムのある特定領域 (項目)のみを受

項 目 時間数

1.シ ステム開発運用技術
2.シ ステム構成技術
3.プロジェクト管理

4.セ キュリティとシステム監査
5.データベース

6.オ ンライン情報処理

7. コンピュータアーキテクチュア

8.シ ステムプログラム

9. ソフトウェアエンジニアリング

10。 コミュニケーション技法
11.問題解決技法
12.効率化 システム

合  計

名 称 所 在 地 対 象 地 域

福 岡 福岡ソフトウェアセンター 飯塚市大字幸袋 福岡県全域

高 知 高知ソフトウェアセンター 高知市潮新町 高知県全域

名 称 所 在 地 対 象 地 域

福 岡 福岡ソフトウェアセンター 飯塚市大字幸袋 福岡県全域

高 知 高知ソフトウェアセンター 高知市潮新町 高知県全域

山  口 山口県ソフトウェアセンター 光市浅江 光市、柳井市等12市29町 1村
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講したいという希望に柔軟に対応できていないとの声が聞かれている。

なお、本法律では、400～ 500時間程度をかけて実施される研修事業を助成対象として雇用促進

事業団から助成金の支給を受けることが可能となっていて、その上限は事業に要する費用の 1/3、

1コ ース当たり400万円である。同時に、この研修を受講した受講生を派遣した企業に対しても雇

用促進事業団から受講奨励金が支給される。

(2)静岡地域を事例とした研修事業の実際

静岡県では静岡県全域を対象地域として、lal浜名湖国際頭脳センター (HIC)が地域ソフトウェ

アセンターとしての事業を行ってきた。HICは 頭脳立地法に基づき設立された第ニセクターであ

り、既存法人とは別の新規法人を設立するのが望ましいという地域ソフト法の方針からすると例外

的である。

[HIC設立と地域ソフトウェアセンター設立の経緯]

1984(昭和59)年 3月 浜松地域テクノポリス構想開始

1989(平成元)年 3月 浜松地域集積促進計画が承認される

同年 4月 頭脳立地法に基づき、い浜名湖国際頭脳センターが設立される

1990(平成 2)年 2月 地域ソフト法に基づく事業計画が承認される

同年 4月 静岡県地域ソフトウェアセンター 開設

1994(平成 6)年 9月 情報処理技術者試験規定承認事業者として認定

2000(平成12)年 10月 新事業創出促進法に基づく新事業創出支援機関として認定

表 3は HICに おいて実施されてきた各種人材育成事業を年度別、テーマ別にまとめたものであ

るが、1989年 より「SE養成セミナー」、「SE養成研修」等の名称で IPAの標準カリキュラムに準

拠した研修事業を実施してきた。その受講者数の変遷は下記のとおり。

表 3 HICにおける人材育成 (パ ソコン研修関係)事業受講者一覧表

(人 )

平成元年度

(1989∞
SE養成セ ミナー

Σシステム紹介セ ミナー

CIM先進事例セ ミナー

CAD/CANIセ ミナー

計

平成 2年度

(1990鋤
C言語入門セ ミナー

CIMセ ミナー

CAD/CAMセ ミナー

AIセ ミナー

SE養成セ ミナー

専門講座

利用部門講座

通信講座
計

(人 )

平成 3年度

(1991の
SE養 成 講 座

利用部門講座

UNIX入門講座

C言語講座

OGセ ミナー

CIA/1セ ミナー

AIセ ミナー

CAD&CANlセ ミナー

サ ミットセ ミナー

パソコンセ ミナー

地 図情 報 セ ミナ ー

通信講座

計
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平成 4年度

(1992の
利用部門講座

UNIX入 門講 座

C言語 講 座

OG・ イメージ活用セ ミナー

OAEセ ミナー

SISセ ミナー

AIXセ ミナー

CAD/CAMセ ミナー

CINIセ ミナー

AIセ ミナー

マルチメディアセ ミナー

地 理 情 報 セ ミナ ー

融 合化 セ ミナ ー

通信講座 1

SE研 修

インフラ整備セ ミナー

計

平成 5年度

(1993鋤
UNIX人間講座

C言語 講座

CIM先 進事 」llセ ミナ ー

CAD/CAM/CAEセ ミナー

イメージ処理技術セミナー

ネットヮーク技術セ ミナー

地 理情 報 セ ミナ ー

通信講座
SE研修
インフラ整備セミナー

計

平成 6年度

(1994個
融合化 セ ミナ ー

通信講座

SE養成研修
ソフト産業インフラセミナー

計

平成 7年度

(1995の
マル チ メデ ィア実践 研 修

SE養成研修
地理 情報 セ ミナ ー

リエンジニアリング研修

MMス ーパーセ ミナー

計

平成 8年度

(1996の
マ ル チ メデ ィア技 術研 修

SE養 成 研 修

空間データ基盤整備セミナー

リエンジニアリング研修
インターネットセ ミナー

ソヾコン体験セ ミナー

LotusNotesリ ーダーコース 11

頭 脳 産 業 セ ミナ ー

計

90年代のソフトウェア人材育成

(HIC提供資料をもとに作表)

表 4は、HICに おいて実施されてきた人材育成事業の受講者のうちで、IPAの標準カリキュラ

ムに準拠 したSEセ ミナー/SE養成研修の受講者が占める割合を年度別にまとめたものである。

平成 9年度

(1997の
マル チ メデ ィア技 術 研修

リエンジニアリングセ ミナー 6

ECセ ミナー
パ ソ コ ン研 修

SE養 成 研 修

計 1.271

平成10年度

(1998の
MM技 術講習

リエンジニアリングセ ミナー

スキルアップセ ミナー

ECセ ミナー

Webセ ミナー
パ ソ コ ン研修 1,192

教育委員会 1,535

SE養成研修

計

平成11年度

(1999年度)

MM技 術 講 習

パ ソ コ ン研修 1.138

SDO研修 4.683

教育委員会 3,123

SE養 成 研 修

計 9_392

平成12年度

(2000年度)

MM技 術 講 習

ヾソ コ ン研修

SDO研修 1.084

教育委員会
IT講習
SE養成研修

計

平成13年度

(2001年度)

MM技術講習
パ ソ コ ン研 修

SDO研修 3.684

教育委員会
IT講習 3.681

計

合 計 SE養 成 研 1,670

MM 1,238

SDO 9,451

教育委員会 5,417

IT講習

その他 7.679

合計 29.377

(HIC提供資料)

表4 静岡県ソフトウェアセンター (H:C)の人材事業受講者の推移

年 度 SE養成セミナー/SE養成研修 全 体 割 合 年 度 SE養成セミナー/SE養成研修 全 体 割 合

平成元年度 17.1% 763 5,0%
12.3% 1,271 35.896

10.2% 3,473 13.69イ

3.8% 9,392 3.6%
372 3.8% 0.9%

36.4% 8,588 0.0%
10.4,`
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年度によりばらつきはあるが、 1セ ンターあたり年間最低100人、平均150人のSE育成というソフ

ト法施行当初の目標の達成がなかなか困難であったことがわかる。

3.研修事業における政策効果の検証

(1)分析のフレームヮーク

ここでは地域ソフト法に基づいて地域ソフトウェアセンターが設立された道府県と設立されなかっ

た府県において、10年間の間にソフトウェア供給力の伸びに有意な差が認められるか否かを考察

する。ここで、「ソフトウェア供給力」をどのように数量化して評価するかが問題となる。前述し

たように、地域ソフト法でいうソフトウェア供給力とは単にプログラムの作成のみならず、システ

ム設計、コンサルティング、システム運用など一連のサービスに係る能力を指し、その研修事業が

プログラマからシステムエンジニアになるための能力育成が中心とされてきたことを考えるならば、

その職種の変化を直接把握することが考えられる。また、職種の変化は、人月当たりの単価を増加

させると考えられるので、特定サービス産業実態調査の売上高の変化を、さらに、研修を受けて情

報処理技術者として新たに就業することを考え就業者数の変化をあわせて見る。

具体的には、地域ソフト法施行年の 1989(平成元)年 と 10年が経過し廃止された以降の 2000

(平成 12)年 における各都道府県別の情報サービスの売上高、就業者数、システムェンジニアとプ

ログラマの職種別就業者数を採り、地域ソフトウェアセンターが設置された地域とされなかった地

域との間で伸び率に違いが見られるかを検証した。各データは、通商産業省 (現・経済産業省)が

毎年実施している特定サービス産業実態調査 (情報サービス業編)に拠った。

(2)集計結果

(1)で 提示した手法に従い作成・集計 した結果が表 5である。図 3-1、 3-2は 、その伸び率を図示

したものである。

(3)分析結果

図3-1か らわかるように、意外なことに対象期間で見る限り、地域ソフト法によって地域ソフト

ウェアセンターが設立されて研修事業が展開された道府県よりも、設置がされなかった、しかも東

京、神奈川、大阪といった大都市圏を持つ都府県を除いた県の方が売上高、就業者 (従業員)数と

もに伸び率が高いことが明らかとなった8。

8特定サービス産業実態調査における情報サービス業の調査は、一定の規模、ソフトウェア売上割合を持つ事業

所を対象とした悉皆調査であるため、標本抽出を想定した差の検定を行わなくても有意な差があると考えられる。
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図3‐1 伸び率 (売上高・従業員数)

口地域ソフトウェアセンター設置道府県
回新事業創出促進法にある支援機関設置県
日設置されていない都府県
ロ ・神奈川・大阪を除く)

[ま警当番雛冴絣設置県
|□設置なし(東京・神奈川・大阪を除く)

システムエンジニア               プログラマ

システムェンジニアの伸び率は、地域ソフトウェアセンターが設立された道府県の方が高 く、逆

にプログラマの伸び率は、地域ソフトウェアセンターが設立されなかった都府県の方が高い傾向が

見られ、プログラマを SEと して育成するという当初の目的には沿った結果となっている。

しかし、なぜ地域ソフトウェアセンターが設立された地域の方が売上高、就業者 (従業員)数と

もに伸び率が低 くなるという結果になったのであろうか。考えられる理由の一つは、ソフトウェア

需要の伸びが全国的に非常に大きかったために、研修事業によって生み出された成果が相対的に小

さなものとなり統計数値としては埋没 してしまった可能性があるということである。

売上高(百万円)
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表 5

府 県 名

わ し々― 生 称

万 円 )

地域ソフトウェアセンター設置道府県
北海道
青森
岩手
宮城
茨城
栃木
埼玉

新潟
石川
静岡
愛知
二重
京都
広島
山口

高知
福岡
熊本
宮崎
長崎

新事業支援機関設置県
秋田
福島
群馬
岐阜
富山
和歌山
香川
徳島

設立されていない府県
東京
神奈川
大阪
山形
千葉
山梨
長野
福井
滋賀
奈良
兵庫
岡山
鳥取
島根
愛媛
大分
佐賀
鹿児島
沖縄

設立 年 月  奮 太 令 (百万
「(株)北海道ソフトウエア技術開発機構

(株)ソフトアカデミーあおもり
(株)岩手ソフトウェアセンター
(株)仙 台ソフトウェアセンター
(株)古河ソフトウエアセンター
(株)システムソリューションセンターとちぎ
(株)さいたまソフトウェアセンター
(株)新潟ソフトウエアセンター
(株)石川県ソフトウエア研修開発センター
(株)浜名湖国際頭脳センター
(株)名古屋ソフトウェアセンター
(株)二重ソフトウェアセンター
(株)京都ソフトアプリケーション
(株)広島ソフトウェアセンタニ

(株)山口県ソフトウエアャンター
(株)高知ソフトウェアセンター
(株)福岡ソフトウエアセンター
熊本ソフトウェア(株 )

(株)宮崎県ソフトウエアセンター
(株)長崎ソフトウェアセンター

(財)あきた産業振興機構
(財)福島県産業振興センター
(株)ぐんま産業高度化センター
(財)ソフトピアジヤパン
(株)富山県総合情報センター
(株)和歌山リサーチラボ
(株)香川産業頭脳化センター
(株)徳島健康科学総合センター

1991.4

1991.4

1994.4

1992

1991.4

1993.11

1991.5

1993.5

1990.4

1989.4

1990.5

1991.5

1990.8

1991.4

1992.4

1992.4

1992.4

1989

1994.4

1990.2

947

900

1278.5

1278

858

1240

1119

1192.5

770

2500
1073

1169

1630

816.4

981.15

900

847.95

95,601

4,319

6,995

41,766

45,453

10,413

29,086

23,707

19,482

40,600

181,513

5,452

25,836

63,188

6,820

4,536

107,008

11,031

6.266

5,712

7,214

11,979

25,650

11,987

12,310

3,566

12,098

10,562

2,440,793

358,290

499,036

3,736

36,520

3,360

27,159

7,825

10,626

2,171

57,701

25,783

4,396

3,348

15,319

8,658

2,367

6,649

7,591

京・神奈川・大阪除外
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従業員数 (人 )

平成元年  平成12年  伸び率
システムエンジエア (人 )

平 成千生    軍 庁 1,生  仙 71C重

フログラマ (人 )

平成元年  平成12年  伸び率
194,129       203.1%

22,464      520.1%
32,676       467.1%

128,678       308.1%

128,473       282.7%

25,210       242.1%

108,779       874.0%

65,038       274.3%
61,361      315.0%

97,205       239.4%

446,643       246.1%

15,699       287.9%

60,496       234.2%

150,029       237.4%

14,079       206.4%

14,226       313.6%

316,083       295.4%

22,660       205.4%

17,942       286.3%

14,600       255.6%

平均       289.7%

24,778       343.5%

27,771       231.8%

64,986       253.2%

38,177      319.8%
38,567      313.3%

6,524       183.0%

28,398       234.7%

29,570       280.0%

平均       269.9%

5,783,986

1,096,728

939,015

9,961

188,034

7,155

83,365

17,709

17,987

8,165

146,940

82,870

12,216

9,470

40,483

27,270

8,182

20,571

27,597

平均
の平均

212.9%

307.0%

226.3%

169.3%

376.1%

254.7%

321.4%

277.9%

282.9%

264.3%

315.0%

345.7%

309.4%

363.5%

291.5%

7884      11653    147.8%

746       1527   204.7%
926       2068   223.3%

4602       7608    165.3%

4514       6892    152.7%

1335       1899   142.2%
3506       5506   157.0%
2856       4198   147.0%
1695       3900   230.1%
5706       7532   132.0%

17392      22959    132.0%

633       1259   198.9%
2550       3931    154.2%

6932       7885   113.7%
920       1287   139.9%
598       1161    194.1%

10793      16430   152.2%
1283       1850   144.2%
895       1462   163.4%
872       1465   168.0%

平均     163.1%

922       1231    133.5%

1693       2031    120.0%

3231       4524   140.0%
908       2046   225.3%
1194       2148   179.9%
644        619    961%
1362       1582   116.2%
992       1455    146.7%

平均     144.7%

188686     249026    132.0%

27689      47980   173.3%
45860      44926    98.0%

636        891    140.1%

4442      10782   242.7%
563        704   125.0%

3498       5603   160.3%
963       1263    131.2%

1024       1033    100.9%

90        434   482.2%
6148      8859   144.1%
3458       4993    144.4%

530        684   129.1%
353        674   190.90/0

1971       3429   174.0%

鵞墓慟
平均 171.8%

東京・神奈川。大阪除外の平均178.8%

2,684      4,951    184.5%

118        733    621.2%

262        594    226.7%
1,797      4,033    224.4%

1,766      3,030    171.6%

360        775    215.3%
776      2,422    3121%
860      1,586    184.4%
474      1,506    317.7%

1,723      3,625    210.4%

6,009      9,631    160.3%

141        420    297.9%
488      1,065    218.2%

2,463      3,357    136.3%

269        546    203.0%
196        401    204.6%

3,973      7,505    188.9%

551        758    137.6%
579        545     94.1%
244        479    196.3%

平均     225.3%

２９

９６

３８

３８

９３

０４

３０

２６

均平

００

０９

９４

３６

６４

６７

５２

７９

209。 7%

170.2%

236.0%

228.0%

214.0%

122.2%

207.4%

461.5%

231.1%

56136    104,971     187.0%

8,885     22,346    251.5%

14,765     18,641    126.3%

151        394    260.9%
1,476      4,075    276.1%

95        215    226.3%
1,162      2,524    217.2%

284        322    113.4%
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またもう一つの理由としては、地域ソフト法が施行当初に想定 していた「 1989年から 10年間で

不足すると予測されたシステムェンジニア (20～ 30万人)を この事業で生み出すためには承認予

定のソフトウェアセンター 30箇所のセンターにおいてそれぞれ最低 100人、平均 150人 の人材を

養成する必要」が達成されなかったことが挙げられよう9。 IPAがまとめた数字では、「 1990年度

から約 13,000人 の育成」
Юとなっており、この間の情報サービス産業就業者数の中に占める割合と

してはきわめて小さいものにとどまっている。

では、なぜ当初の予定ほど研修受講者が増加 しなかったのであろうか。「SE研修に関する企業

ニーズと現状把握調査」
nに よると、下記のような理由が挙げられている。

・地域ソフトウェアセンターの認知度は高いものの事業内容が周知されていない。

・希望するコースが無い、コースを増やしてほしい

・料金が高い、助成金申請書作成に時間がかかる

・業務上の制約から研修に出せる時間的余裕が無い

「地域ソフトウェアセンターの SE研修コース及び独自研修の実態調査」
2に よると、SE養成講

座の全科目連続受講コースの年間受講者数に関 しては、受講者数 0も しくは講座の設定そのものが

無いセンターが 20社中 7社 となっており、受講者がいる会社においても減少する傾向を示 してい

る。このおもな原因としてセンターでは長期間の研修は企業の余裕から見て不可能であると考えて

いる回答が多い。また、カリキュラムの内容に関 しても、技術の変化に比 して改訂の時期が遅 く古

い内容となってしまっていることが問題として挙げられている。急速に進展する IT技術とそこか

ら発生する多様化するニーズに研修カリキュラムが応えられていなかった結果、IPAが設定 して

いるカリキュラムとソフトウェア企業が求めている研修内容に甑酷が生 じていたのである。

研修受講者が当初の計画ほどに伸びなかった理由として、研修施設の地理的立地条件を忘れては

ならないであろう。全国 20ヵ 所に設立された地域ソフトウェアセンターのいくつかは、「高度技術

工業集積地域開発促進法」 (い わゆる「テクノポリス法」、 1983年制定)や「地域産業の高度化に

寄与する特定事業の累積の促進に関する法律」 (い わゆる「頭脳立地法」、1988年制定)と いった

9こ の点について通商産業省 (当 時)は、地域ソフト法を廃止 して新事業創出法へ移行するのにあたり、「新

法へ移行する理由」として下記のように述べている。「10年間にわたる研修事業の結果、約 1万人の高度な能

力を有するプログラマーを育成し一定の成果を実現 (当初の目標は4万人)。 しかし、その後の急速な情報化
の進展に伴い、高度な能力を有するプログラマーのみならず、情報処理に関する高度な知識・技能を有する

人材育成の重要性が拡大。特に高度な能力を有する情報関連人材の育成は、①情報技術を活用した新ビジネ
スの創出、②ビジネスプロセスの高度化という観点から「新事業の創出」に対して多大な貢献が期待。」通商

産業省機械情報産業局監修『戦略的情報化投資による経済再生を支える人材育成』(1999年、通産資料調査会)

pp.153-154
10情報処理振興事業協会人材育成推進センター『情報関連人材育成事業』(2002年)p.4
111999(平成 11)年 1月 に地域ソフトウェア利用企業 1,883社、その他の一般企業 4,000社を対象に実施され

た調査。『「地域ソフトウェア供給力開発事業に係るカリキュラムの在り方等検討」に係る調査報告書』(1999

年 3月 、閉富士総合研究所)pp.33-40
12前掲書 pp.41-67
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政府の産業立地政策によって新たに作られたリサーチパークに位置している。こうしたリサーチパー

クは概 して中心市街地からかなり離れたところに大規模な用地を取得して建設され、残念なことに

公共交通機関などの利便性は著しく低いことが多い。そのため、中Jい市街地にオフィスを構えてい

るソフトウェアハウスやシステム開発企業から社員が研修を受講するうえで障害となっているB。

おわりに一地域のソフ トウェア供給力を真に強化するために

以上、10年間にわたって展開された地域ソフト法の研修事業に着日してその経緯と実際の効果

について分析を行ったが、結論的には、システムェンジニア育成という点ではある程度の実績を示

したが、全体としては当初想定していたような政策効果は十分に果たし得なかったといえる。地域

ソフト法で展開されてきた研修事業は、現在、新事業創出促進法における情報関連人材育成事業へ

と発展的に吸収されているM。 そこでは、HICや名古屋ソフトウェアセンターのように地域ニーズ

に立脚した独自のカリキュラムを展開し、一定の成果をあげているところもでてきている。

今後、地域における情報関連人材の育成がますます重要なものとなるのは衆目の一致するところ

であるが、政策として展開されている研修事業がその効果を十三分に発揮するように一層の改善を

図らなければならない。さらに、研修事業が真に有益なものとして評価されるには、研修で培った

成果を生かせる仕事の場が地域に存在している必要がある。仕事がなければ研修成果が生かせない

のであり、逆に、研修を受講することが仕事に直に繋がるのであれば企業は競って研修に社員を派

遣する。そういう観点からも地方自治体や地元企業が積極的に地元のソフトウェア業者に発注し、

それをしっかりと受注できる体制づくりを通じて、研修を受けることがビジネスに直結する仕組み

作りが必要となろう。そのためには、従来から指摘されているように、最新の IT技術の習得はも

13こ の点については (財)ニ ューメディア開発協会理事長の鈴木健氏も「地方へ出張した際に自治体や第 3セ
クターが建設した情報化関連施設を拝見することが多いが、その際に残念に思うことがある。…もう一つ残
念なことは、施設の所在地がかなり交通の便の悪いところになってしまい、これが施設利用率の低さを増幅
しているのではないかと思われることである。」と指摘している。((財)日本立地センター『産業立地』2002

年 5月号、p。 1)

141999年 7月 に発表された産業構造審議会情報産業部会情報化人材対策小委員会中間報告書は、「 6.各種情
報関連人材育成機関の新たな方向 ほ)地域における情報関連人材育成事業の推進」で下記のように記 してい
る。「①産業の情報化がグローバルに進展する中で、地域の企業においても戦略的情報化投資の重要性は中央
に劣らず重要となっている。 しかしながら、地域においては、急速に変化する情報技術の伝播が相対的に遅
く、コンピュータユーザを適切にサポートすることが期待されるITベ ンダーの人材育成も遅れがちである。
電子商取引が急速に普及することなどが期待されるため、地域の企業はいわば、諸外国の企業とのグローバ

ルな競争に参加することが迫られている。したがって、地域における情報化関連人材育成は従来にも増して、
地域経済活性化にとって喫緊の課題となっている。②地域における高度な情報関連人材の育成を目的として

制定された地域ソフトウェア供給力開発事業推進臨時措置法 (平成元年施行)は、発展的に新事業創出促進
法 (平成 11年 2月 施行)へ移行した結果、全国 20ヵ 所に設立された地域ソフトウェアセンターに加え、こ
れまでに地域ソフトウェアセンターが設立されていない都府県においても現在の第 3セ クター、財団等を活
用して情報関連人材の育成を行うこととなった。 (以下略)」 通商産業省機械情報産業局監修『戦略的情報化
投資による経済再生を支える人材育成』(1999年、通産資料調査会)pp.37-38

-45-



経済研究 7巻 304号

11祝墜塁塁壁璽璽璽壁聖:≧主蜂
職 動 醐 噸 鰹

饉.  : 「 轟目躍額圏躍露却麒電圏酬圏 、 魏躍圏順調軍J則興 購 J

O欄地雌ソフロ量甦 籍彗―に対す轟榊静助

癖

・                                  |::

‖Ⅲ‖‥‥‖|‖Ⅲ…
‡
‐――一~=~・~

寝劇閣議顧虚扁鬱島・
               |

・ド機本構態濃磯作鏡い、鞭鑽雛 ‐

驚齢観癬奄寵轟ろ     ‐

ll

麟 贈
「゙
―

tO簾饉

嚇 輔

イー雄憔軸

回i引麟鰯脚嘲購鶴麟醸園幅騰
′ヽ‖‐翻 輔

[雇用・能力開発機構からの補助]

0情報関連人材育成事業推進助成金

情報関連人材育成事業の推進を援助するため、新事業支援機関に対 して推進助成金 (助成対象経費の 1/3)

が支給される。
・情報関連人材育成事業派遣奨励金

事業主が雇用する労働者を新事業支援機関が実施する情報関連人材育成事業推進助成金に係る研修を受講さ
せた場合、その事業主に対 して派遣奨励金 (大企業 :受講料の 1/4 中小企業 :受講料の 1/3)が支給され
る。

出典 :IPAの ホームページ http://www.ipa.go.jp/ipa/pamphlet/p14.htm

とより、経営戦略 と情報化戦略、戦略立案やさまざまな提案能力をもった人材養成がおこなえるカ

リキュラム開発が重要 と思われる。

本稿では、地域 ソフ ト法の人材育成事業の成果について分析を行 ったが、 さまざまに展開されて

きた情報化政策 と地方のソフ トウェア業界の関係についてはさらに他の視点か らの分析が必要であ

り、地方のソフ トウェア産業発展のためにどのような関係構築が必要なのかについては今後の課題

としたい。

なお、本稿の作成にあたり、 lal浜 名湖国際頭脳セ ンター・研修課 宮城和敬氏、山下ゆうこ氏、

(財)情報処理振興事業協会 (IPA)人材育成推進部業務課 石川和弘氏よりご協力をいただいた。

また、滋賀大学付属図書館、新潟大学付属図書館より資料の貸出を受 けた。あわせて ここに記 して

謝意を表 したい。
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*本稿は、科学研究費補助金・平成 14～ 16年度 基盤研究 (B)(1)「「構造改革」下における地方

企業の経営戦略」 (課題番号 :14330034、 研究代表者・伊東暁人)の成果の一部である。
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